
保険薬局を含む無料低額診療事業の枠組みの早期設立を求める要望意見書 

 

高過ぎる国民健康保険料（税）をようやく支払っても、窓口で３割の自己負担が

捻出できず、病気の症状があっても受診を手控え、我慢ができなくなってようやく

受診したときには既に手おくれという悲しい事例が起きています。貧因と格差の広

がりから、お金がなければ医療が受けられないという実態が、いわゆる手おくれ死

を招いているのです。保険料がそもそも払えない無保険の方や恒常的な生活困窮者

への対策が急がれます。 

そうした中で、社会福祉法の生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を

行う事業、いわゆる無料低額診療事業は、経済的な困難を抱えた方々にとっての最

後のとりでとしての役割を果たしています。 

しかし、医薬分業が国の政策として進められてきた経過の中で、この事業の対象

には保険薬局が入っていないため、薬局において自己負担が発生する事態となり、

矛盾が生じています。 

そのため、住民の生命と健康を守る立場から、保険薬局での自己負担について助

成を行う自治体もあります。これまで大都市民生主管局長会議など地方団体などか

らも国に要望しているところです。 

よって、国においては、保険薬局を含む無料低額診療事業の枠組みを早期に設立

するよう強く要望いたします。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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